
新型コロナウイルス感染症を踏まえた
今後の地方創生の方向性について
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Ⅰ．今後の地方創生の方向性を検討するにあたっての背景

（１）本県では、令和２年度から第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、
第１期で取り組んできた成果を土台に、量的な視点だけでなく、質を重視した
取組を進め、「選ばれる三重」を目指して取組を進めることとしたところ。

（２）しかし、未だ収束する気配のない新型コロナウイルス感染症の影響により、
本県においても、「まち」「ひと」「しごと」の活力が失われている。
まずは、感染症対策に総力を挙げつつも、感染症が社会に与えた影響を踏ま

え、コロナ後を見据えて、地方創生の取組を再加速させる必要がある。

（３）感染症の影響により、国民の間では地方への関心が高まりつつある。テレワー
クやワーケーションが浸透・定着するなど、地方創生にとってはチャンスとも
言える状況も生じつつある。

（４）これらの背景を踏まえ、地方創生を「Build back better」これまでよりも、
より良いものとするため、人口減少及び高齢化という構造的な課題に対応する、
本県の今後の地方創生の方向性について、皆様からご意見をいただきたい。
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●東京圏在住者の地方移住への関心
東京圏（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）在住者の地方移住への関心（「現在の地方移住への関心の程度につ

いて回答して下さい。」への回答）は、33.2％と徐々に高まりつつある。うち、20歳代では40.9％と、若い世代の

方が関心が高い。東京23区に在住の20歳代では、48.2％と半数近い高い比率になっている。

＊出典：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」 3
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●地域別のテレワークの実施率

全国のテレワークの実施率は、

30.8％と、昨年同時期の27.7％

から上昇している。

東京23区に限れば、53.5％と半数を
超える高い比率になっている。

＊出典：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」
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●東京都の転入・転出数の推移（2020.1～2021.6）

＊出典：総務省 住民基本台帳人口移動報告 月次別結果
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東京都においては、2020年5月に比較可能な

2013年7月以降で初めて転出超過が見られた

のち、2020年7月から2021年2月まで、8ヵ月

連続の転出超過が見られた。

また、本年5月、6月も転出超過となっている。
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Ⅱ．地方創生の方向性を検討するにあたっての課題認識

１．少子化対策

（１）少子化の現状

●本県の人口の状況
令和２(2020)年国勢調査による本県の人口
速報集計は、177万1,440人。

前回（平成27年）の181万5,865人から
4万4,425人の減少。（△2.4％）

全国の人口速報集計は、1億2,622万6,568人。

前回の1億2,709万4,745人から86万8,177人
の減少。（△0.8％）

＊出典：令和2年国勢調査人口速報集計結果（三重県分）
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●本県の合計特殊出生率の推移

令和２（2020）年の本県の合計特殊

出生率は1.47と、令和元（2019）年

の1.47から0.02ポイントの減。

全国の数値よりは高いものの、目標

とする1.8とは乖離がある。

＊出典：厚生労働省 人口動態統計月報年計（概数）
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第２期

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

R1(H31)
（2019）

R2
（2020）

三重県 1.56 1.53 1.49 1.54 1.47 1.45（概数）

全　国 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.34（概数）

第１期



●年齢別未婚率の推移

未婚率は2015年には男性（30歳～34歳）

で47.1％と、およそ2人に1人。

女性は34.6％と、およそ3人に1人となっ

ており、長期的に増加傾向。

＊出典：内閣府 少子化社会対策白書 8



●平均初婚年齢と第1子平均出産年齢の推移

平成30（2018）年の平均初婚年齢

は、男性が31.1歳、女性が29.4歳

と、近年は横ばい傾向。

また、母親の第１子平均出生時年

齢は30.7歳と、同様に近年は横ば

い傾向であるが、昭和60（1985）

年の26.7歳からは4歳の上昇。

＊出典：内閣府 少子化社会対策白書 9



●夫婦の完結出生児数の推移（結婚持続期間15年～19年）

夫婦の完結出生児数（夫婦の

最終的な平均出生子ども数）

は1.94と、低下傾向であるが、

一方で半数を超える夫婦が２

人の子どもを産んでおり、

この傾向に変化はない。

＊出典：国立社会保障・人口問題研究所 出生動向基本調査
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●みえ県民意識調査の結果

県民意識調査において、実際の子ども

の数が理想の数より少ない理由を尋ね

たところ、経済的な理由（子育てや教

育にお金がかかりすぎるから。）が最

も多く選択された。

また、この理由の回答数は増加しつつ

ある。

11＊出典：みえ県民意識調査



●みえ県民意識調査の結果

県民意識調査において、

世帯収入別×子どもの有無別

の幸福感をクロス分析したと

ころ、子どもありの層が子ど

もなしの層より幸福感が高く

なっている。

（幸福感は0点～10点で、現在

どの程度幸せかを問う設問）
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＊出典：みえ県民意識調査



（２）課題認識

〇少子化の原因は複合的・重層的な要因によるものと考えられるが、大きな影響を
与えている要因としては、未婚率や結婚・出産年齢の上昇、また子育てにかかる
経済的な負担への不安感などと推測される。

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、婚姻数も過去最低となるなど、さらな
る出生率の低下が懸念される。その背景には、感染症により出逢いの機会が減少
したことや、女性の雇用環境の悪化などがあるものと推測される。

〇引き続き、「結婚・妊娠・子育てなどの希望がかない、全ての子どもが豊かに育つこと
のできる三重」を目指して、目標とする合計特殊出生率1.8に向け、踏み込んだ対策を
講じることが必要と考える。
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（３）これまでの主な対策

〇出産・育児まるっとサポートみえ
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〇不妊相談・治療支援
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２．社会減対策

（１）人口の転出入の現状

●本県の人口の転出超過数（日本人のみ）

〇令和元（2019）年の本県からの
人口の転出超過数は6,251人と、
近年では大きな転出超過が見られた。

一方で、令和２（2020）年には、
転出超過数は4,311人となり、
前年比で1,940人の大幅な改善
が見られた。

〇転出超過数のうち、女性の割合は、
おおむね50％～６５％の値となって
いる。

〇転出超過数のうち、若者（15歳～29歳）
の割合は、おおむね75％～８５％の値と
なっている。

第２期

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

R1(H31)
（2019）

R2
（2020）

全　体 4,218人 3,597人 4,063人 4,225人 6,251人 4,311人

うち女性 2,288人 2,050人 2,589人 2,718人 3,633人 2,451人

（女性占める割合） 54.2% 57.0% 63.7% 64.3% 58.1% 56.9%

うち若者 3,344人 3,161人 3,387人 3,187人 3,974人 3,704人

（若者の占める割合） 79.3% 87.9% 83.4% 75.4% 63.6% 85.9%

第１期

＊出典：総務省 住民基本台帳人口移動報告 月次別結果
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●男女別・年齢別の転出超過数

令和２年の男女別・年齢別の

転出超過数をみると、２０歳

～２４歳の女性の転出超過が

大きくなっている。
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女性

男性

＊出典：総務省 住民基本台帳人口移動報告 月次別結果



●感染症の女性の雇用への影響

初めて緊急事態宣言が発出さ

れた令和２年４月には、就業

者数が大幅に減少。

女性の減少幅のほうが大きい。

18＊出典：内閣府 令和３年版男女共同参画白書



●本県への移住者数の推移

本県への移住者数は増加傾向に

あり、令和２年度には、過去最大

の５１４人となっている。

＊県及び市町の施策を利用して県外から
移住した人の数
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●大学進学者の状況と大学進学者収容力

〇本県の大学進学者のうち、県内大学に進学する学生は約２割で、約８割は県外の大学に進学する。

〇県内の大学進学者数に対する県内の大学入学定員の比率（大学進学者収容力）は、令和２年度で

３９.８％と全国４７位。（戦略企画部調べ）

県内大学の入学定員数 3,180

県内高等学校を卒業して大学に進学した人数（浪人含む） 7,985

〇上記の状況を踏まえ、県立大学の設置の是非の検討を進めている。

20

×100＝ ×100＝ 39.8％

１ 学びの需要調査
〇対象：県内の高校２年生及びその保護者約１万６千人）
〇調査項目
・進学希望先
・県内に公立大学が新設された場合の進学希望
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響 等

〇今後の予定
９月に中間報告を、11月に最終報告を行う予定

２ 県立大学の設置の是非を検討するための有識者会議
〇委員：三重大学特命副学長 西村訓弘（議長） 他５名
〇第１回会議を６月８日に開催
論点
・学びの選択肢の拡大を図るうえでの大学の必要性
・高等教育における県の役割 等

〇今後の予定
今後３回の会議を行う予定

３ 先進事例調査
他の都道府県が設立した公立大学の中から、地元就職者
が多い大学等を中心にヒアリング調査を実施中

４ 各界・各層の意見聴取
〇県民に対するアンケート（e-モニター）の実施
回答者（836人）のうち、県立大学の設置について
「必要と思う」と回答した方は55.3％



〇ｅ‐モニターによる県立大学の設置についてのアンケート結果の概要
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１県立大学の必要性 ２ 県立大学の設置を「必要」と思う理由
（複数回答）

３ 県立大学に求めること（複数回答） ４ 県立大学の設置を「必要でない」と思う理由
（複数回答）

〇アンケート実施期間
令和３年６月９日（水）から６月23日（水）まで

〇アンケート回収状況

対象者数：1,183人
回答者数： 836人
回答率 ： 70.7％

必要でないと思う
234人

（28.0％）

わからない
140人

（16.7％）
〇県内の進学先（学びの選択肢）が増えることは高校生

にとってよいと思うから・・・のべ316人

〇県立大学ができることで、地域を担う人材を育成でき、
地域が活性化しそうだから・・・のべ182人

〇大学卒業後に県内に就職する人が増えると思うか
ら・・・のべ133人 他

〇将来18歳人口が減ることが見込まれる中で、新たな
県立大学は必要ないと思うから・・・のべ128人

〇県立大学ができても、県内からの大学進学者が増える
と思えないから・・・のべ90人

〇大学卒業後に県内に就職する人が増えるとは限らない
から・・・のべ63人 他

〇県内出身の学生が専攻したい専門分野がある・・・

のべ229人

〇就職のサポートが充実している・・・のべ156人

〇地域の企業・住民との交流がある・・・のべ146人
他

必要と思う
462人

（55.3％）



●若者の本県への愛着

本県の総合計画である「みえ県民力ビジョン

第三次行動計画」を策定するにあたって、

県内の 高校生、大学生等にアンケートを

実施したところ、高校生等では８１.２％、

大学生等では７３.７％が本県に愛着がある

との結果となっている。
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＊出典：みえ県民力ビジョン 第三次行動計画



（２）課題認識

〇すでにある地域産業の活性化や中小企業の魅力向上、Society5.0をふまえた、
新たな産業の創出などにより、魅力ある働く場づくりを進める必要がある。

○企業誘致や企業の本社機能の移転、サテライトオフィスの誘致などの働く場づ
くりを引き続き進めていく必要がある。

〇地方への国民の関心が高まっていることを契機に、地方への移住や二拠点居住、
テレワークやワーケーションをさらに推進していく必要がある。

〇女性の県内定着を促進するため、女性が継続して働き続けられ、また職場復帰
できる環境づくりを進めていく必要がある。

○若者の県内定着を促進するため、ＳＤＧｓ推進パートナー登録制度などによる
県内企業の魅力向上や、県内の高等教育機関との連携などを進める必要がある。
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（３）これまでの主な対策

〇移住・関係人口の増加、ワーケーションの推進
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〇空飛ぶクルマ
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〇スマート農業
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〇スマート林業・水産業
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〇ＳＤＧｓ推進パートナー登録制度の導入
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３．進行する少子化・高齢化への適応

（１）高齢化の現状

●本県の高齢化率

〇令和元（2019）年の高齢化率は29.7％と、平成30（２０１８）年の29.4％より0.3ポイントの上昇。

全国平均の28.4％を1.3ポイント上回っており、また継続して上昇しつつある。

＊出典：総務省統計局 人口推計

第２期

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

R1(H31)
（2019）

R2
（2020）

三重県 27.9% 28.5% 29.0% 29.4% 29.7% （８月判明）

全　国 26.6% 27.3% 27.7% 28.1% 28.4% （８月判明）

第１期
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＊出典：経済産業省 第1回 産業構造審議会 2050経済社会構造部会資料30



●多くの高齢者が生涯現役を望んでいる。

＊出典：経済産業省 第1回 産業構造審議会 2050経済社会構造部会資料 31



（２）課題認識

〇少子化・高齢化に即効性ある対策を打ち出すことは困難であることから、当面
進行する少子化・高齢化への適応策を講じることが必須。

〇生産年齢人口（１５歳～６４歳）の減少が見込まれる中、高齢者のみならず、
働く意欲のあるすべての人への就労支援や健康づくりを進めていく。
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（３）これまでの主な対策
〇高齢者の社会参画
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〇健康づくり
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